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2章 コンクリー ト住宅の展開

2-1 はじめに

今日の沖縄の住宅は､殆どが鉄筋コンクリー ト住宅 (以下RC造住宅)であ

り､新築の9割近くを占めている｡従って標準的な住宅の造りでは､本土に比

べて木造よりもRC進が安価にできるケースもあるという現象が見られる｡こ

れは､地域全体の建築生産体制の在り方とも関連しており､沖縄の住宅建築に

見られる極めて特色ある風土性といえる｡

しかし､戦前迄の沖縄の伝統的､もしくは一般庶民の住宅は木造であり､RC

迄に転換したのは戦後暫くしてからであり､今日見る様な住宅が広く普及した

のは凡そ30年前からと言われる｡RC達に転換した大きな理由は台風と白蟻の

被害から住宅を守る事であったが､沖縄の場合は比較的短期間にRC造住宅が

全域に普及したのである｡この期間において､本来は亜熱帯の気候の沖縄での

居住性に不向きなRC造が様々な試行錯誤によって改良を加えられ､今日に至

っている｡住宅設計の決定プロセスにおいては､気候条件のみならず建設コス

トや生活様式等の様々な要因が関連しており､さらにまた､個々の要因も時代

の変化と共に変化しており､住宅設計は常に変化の波に遭遇しているともいえ

る｡従って､設計者は過去の事例を基にして改良点を見出してその時代におけ

る最も適切と思われる設計を目指すのであり､30年という期間はRC造住宅

の沖縄での設計方法の展開を見る上で､初期の試行錯誤の段階を過ぎて､ある

程度設計方法が定着した期間と見る事もできよう｡殊に､高温多湿な気候条件

に対する建築的適応方法には地域性が最も表れやすい｡

そこで､本稿では戦後沖縄におけるRC造住宅の設計内容の展開過程に注目

し､その歴史的展開と設計内容の推移について考察を試みる｡具体的な調査対

象としては､本土復帰前後からRC造戸建住宅を公的に供給してきた現在の沖

縄県住宅供給公社の事例を取り上げている｡この住宅は主に沖縄の中産市民を

対象として 1969年から計画され､その設計内容は各時代のRC造住宅の標準

を表していると言われる｡さらに､設計内容に大きく影響を与える融資制度の

変遷についても触れ､制度と設計の関連についても考察する｡

2-2 コンクリー ト住宅普及の経緯
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2-2-1 応急住宅

沖縄におけるコンクリー ト建築は戦前にも既に見られたが､数は少なく､

1950年代初めから始まった米軍統治下での恒久的軍施設の建設に伴って導入

された近代的コンクリー ト建設技術が地元社会にもたらされたのが普及の始

まりである｡当時は主に公共建築に用いられ､一般市民向け住宅は木造が主流

であった｡50年代はまだ戦後復興期であり､応急的造りの住宅も多く存在し

た｡1946年から1949年にかけて約7万5千戸建設された ｢規格住宅｣と呼ば

れる簡易住宅は､米国から輸入した2インチ×4インチの断面の木材を構造材

に使用してたもので1戸あたり凡そ6坪の規模であり､外装は身近かな材料を

集めて用いた｡50年代には本土との貿易が始まり建設資材も自由に輸入できる

ようになり､杉材やセメントが大量に輸入された｡当時の市街地の住宅の多く

は杉材を用いた木造で屋根にはセメント瓦もしくは赤瓦が用いられた0

2-2-2 沖縄住宅公社

しかし､40年代後半から50年代にかけて相次ぐ大型台風によって軍施設は

元より地元住民の住居に甚大な被害がもたらされた｡米軍施設は当初仮設的造

りであったのが 40年代後半の台風被害と朝鮮半島を始めとする極東アジアの

政治情勢の変化に伴って 1949年にはコンクリー トによる本格的基地施設の建

設が始まったOコンクリー トによる住宅建設は基地内でも 40年代未に始まっ

ている｡1950年には当時の米国民政府によって設立された沖縄住宅公社が軍人

軍属向けの基地外住宅として沖縄で初のコンクリー トブロック造住宅 (以下､

公社住宅)(図2-1)を各地に278戸建設した｡これは当時の日本でも珍しい本

格的壁式構造の住宅であり､その後の沖縄に民間資本で多く建設された所謂

｢外人住宅｣の手本ともなった住宅である｡公社住宅は当初､屋根をRC迄の

フラットスラブで計画していたが地場産業の振興という政策によって木造 ト

ラスに赤瓦を載せた屋根に変更された｡

公社住宅は米国の当時のモダンリビングを表現しており､大型家電製品やシ

ステムキッチンを備えた合理性に富むものであった｡そして住宅平面は2寝室

に居間と台所や水回りを組み合わせ､単純な矩形平面に収められている｡3寝

室目は2寝室型平面に付加する形で設計された｡この設計は地元建築士が担当

し､施工は地元大手建設会社が請け負っており､その後の地元社会での建設技

術の普及においては重要なプロジェクトであった｡それはまた､軍工事に伴う
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厳しい品質管理によって高い建設技術水準を達成した点においても意義深い

ものであった｡

図2-1 沖縄公社住宅 1950年 (参考文献27.より引用)

2-2-3 外人住宅

地元では民間資本によって建てられた軍人軍属家族向け貸住宅を外人住宅

と呼んでいる｡その発生は 1950年代末に宜野湾市北前の基地のゲー ト前に建

設された一群の住宅といわれる｡60年代前半には最盛期を迎え､1970年には

総数約 1万2千戸以上あったといわれ､短期間に大量のコンクリー ト住宅が生

産された事になる｡それは､この建設工事に多くの地元業者が関わった事を意

味しており､彼らが修得した建設技術がその後の地元住民向けコンクリー ト住

宅の建設に与えた影響は大きい｡

外人住宅は公社住宅同様に洋式の住生活を前提としており､床はコンクリー

トの土間にプラスチックタイルを貼った仕上げになっている｡平面も公社住宅

と同じ様な2寝室型と3寝室型が主流であり､単純な矩形平面に収められてい

る (図2･2)｡また､構造もコンクリー トブロック造壁式であり､大きな開口部

を取り難い構造である｡公社住宅との大きな違いは屋根をRC進のフラットス

ラブを用いており､これはその後の地元民間住宅のコンクリー ト化に大きな影

響を及ぼしている｡すなわち､多くの外人住宅の建設では､屋根スラブ仕上げ

をモルタル金鎮仕上げとしており､本土で標準仕様となっていたアスファル ト
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防水を用いていないoこれは亜熱帯の気候条件下ではアスファル ト防水無しで

もスラブの漏水の心配がないことを経験的に実証したものであり､コンクリー

ト建築の土着化ともいえよう｡

外人住宅の構造はコンクリー トブロック壁式構造であり､コンクリー トブロ

ックを多量に用いる｡また､RC造ラーメン構造でも帳壁としてコンクリー ト

ブロックは盛んに用いられる様になり､こうしたブロックの需要は地元に新た

な産業を創出した｡業者の規模も､軍工事用の高品質なものを大量に製造する

ものから民間用に′J､規模で製造するものまで様々であった｡需要の高まりと共

に会社が乱立し､過当競争による品質低下の問題を起こした業界では､その後

ブロック品質保全法によって業界が整理されていった｡

外人住宅建設の後に地元市民向けのRC造住宅が多く建設される様になるが､

その殆どはラーメン構造である｡しかし､コンクリー ト工事の施行技術は外人

住宅と共通する点が多く､全島各地から建設に関わった多くの工事関係者にと

ってこれらの工事の経験は､地元住宅建設技術の普及に大きく貢献している｡

さらに､建設業以外の地元市民にとっても､家政婦や庭園師等として多くの

市民が直接当時のモダンリビングの生活様式を体験し得たのであり､その体験

が地元住宅の近代化に与えた影響も少なからぬものがある｡
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図2･2 民間外人住宅 宜野湾市 1963年 (参考文献27.より引用)

2-2-4 住宅のコンクリー ト化

地元社会のコンクリー ト建築が普及するのは 1950年代前半に米軍施設のコ
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ンクリー ト化が始まった後であり､学校等の公共建築が当初から積極的にコン

クリー ト化を進めた｡そして一般市民の住宅については､50年代半ば頃までは

ごく一部の個人住宅にコンクリー ト化が見られたが､広く普及し始めたのは60

年代頃からである｡

阻非木造 その他

し;業歪造鉄筋コンク… 造

図2-3 構造別建築確認件数の推移 (参考文献 34.より引用)

図2-3は復帰前沖縄の新築住宅の建築確認申請に見られた非木造住宅の推移

を示している｡確認申請の制度は復帰前頃には殆どの地域が該当するが､施行

されたのは都市部からであり､60年代頃までは都市部の状況を表している｡こ

れによると､非木造が半数を超えたのは 1961年であり､60年代から急速にコ

ンクリー ト化が進み､1971年には9割に達している｡そして復帰の年の 1972

年の住宅着工統計では､木造が2.0%､非木造が98.0%であり､そのうち88.0%

がRC進であった｡非木造の中にはRC造の他にコンクリー トブロック進があり､

1962年からは RC造住宅を分けて表示するようになるが､その他の非木造に鉄

骨迄の住宅は殆ど見られなかった｡前述の外人住宅の記述と合わせて見ると､

50年代末からのその他の非木造には外人住宅が多く含まれているものと思わ

れる｡

一般住宅のコンクリー ト化を促進 した要因については､その原因となった台

風と白蟻の被害の他に､住宅資金の融資制度も重要である｡
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建投年度住宅供給別 1945 1950 1955 1980 1965 1970 197ー 建設戸数

栄国援助 応急住宅 50.4.10 58.12.3159.9.30 73,50018.02416,709

伎金住宅
布令4号

関金住宅
布令25号

政府紘策住宅 公営住宅 6一.8.18 3,2709681.2354.299

立法110号 68.9.8
公社住宅

投立67立法第1号68.8.15

災専従旧住宅

融資住宅
立法131号

民間自力建設 不評

図2-4 戦後における住宅供給種別と建設戸数 (参考文献34.より引用)

図2-4は戦後における住宅供給種別と建設戸数を表しているが､ここで重要

な役割を担ったのは公的住宅資金融資制度で､琉球復興金融公庫 (復金)とそ

の後を継承した琉球開発金融公庫 (関金)による融資制度である｡これらによ

って建てられた住宅を地元では一般に復金住宅及び関金住宅と呼んでいる.こ

れらの融資制度では､融資額や返済期間の設定が非木造に有利な内容となって

おり､発足当初から次第にその内容が強化されている｡

また､地元社会にコンクリー ト住宅の必要性を啓蒙し､推進の契機の一つと

なったものとして､琉球政府によるDE-の台風対策の依頼が挙げられる｡1959

年には大型台風が連続して襲来し､各地に大きな被害をもたらしたが､中でも

宮古島の台風災害は大きかった｡そこで当時の琉球政府は米国陸軍技術協会の

技術研究開発委員会にその対策方法を依頼し､委員会はその報告書を提出した｡

さらに､同年 10月25日には米国地区工兵隊と沖縄建築士会等が参加してコン

クリー ト住宅推進のための座談会を設け､その内容が機関誌 ｢沖縄建築士｣に

紹介され､地元建築界を広く啓蒙した｡

小冊子では､コンクリー ト住宅が台風や白蟻に強く､そしてまた経済的であ

るという利点を強調している｡そして､コンクリー ト達に伴 う結露や塙射熱に

対する対策を細かく解説して快適な住宅にすることが可能であると説いてい

る｡さらに琉米合同の会合では､こうしたコンクリー ト住宅の推進には適切な

住宅資金の融資制度の確立が不可欠な要素である事も提言している｡

こうした成果を元に沖縄建築士会では農村住宅設計コンクールを同年開催
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し､その結果を地元大手新聞の一つである沖縄タイムスに掲載した｡これは地

元市民に広くコンクリー ト住宅の有用性をアピールするものであり､その後の

コンクリー ト住宅の普及に大きな影響を与えた｡

図2-5 初期コンクリー ト住宅 (コンクリー トブロック

帳壁に木造屋根) 1960年代 (参考文献51.より引用)

2-3 住宅融資制度

2-3-1 復金 ･関金

終戦間もない 1946年 3月には通貨経済が再開されて経済活動が活発化し､

1949年には既に多額に上る長期資金の需要があり､長期的融資制度の必要性が

叫ばれるようになった｡そこで当時の琉球列島米国軍政府は布令第4号により

戦後初の低利資金の供給源として琉球復興金融公庫 (復金)を創設した｡そし

て､1959年には復金を継承して設立された琉球開発金融公社 (関金)によって

本土復帰まで事業が展開された｡軍政府は復金の運営を琉球政府の銀行である

琉球銀行に委託し､米国政府から戦災地復興資金であるガリオア資金の見返資

金から1億 B円 (約 83万 ドル)を資本金として交付した｡

同布令第 1条には ｢琉球列島の経済復興のため､重要な商､工､農､建築の

各面に長期に亘る財政的援助を増加する必要性あるに鑑み､蓑に公衆信託を創
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設する｡｣とあり､地元経済の戦後復興を強力に推進した｡この資金の融資先

は､個人住宅をはじめとして､製造加工業､商業､農林漁業､海上運輸業等､

様々な分野に及ぶ｡取り分け､個人住宅-の融資が最も多く､復金融資総額の

39%に当たる1,577万 ドルが融資された｡この事は当時の経済政策における住

宅復興の重要度の高さを物語っている｡

住宅資金貸付の利率と期間についてみると､貸付利率は6%で同一であるが､

貸付期間において非木造を優遇する内容となっている｡1952年2月の場合､非

木造建築は 10年間に対し､木造建築は8年間であった｡そして､同年9月に

は非木造建築 15年､木造建築 10年に改正し､1955年には非木造建築 20年､

木造建築 15年とし､返済期間の長期化によりコンクリー ト住宅の取得を容易

にした｡

規模制限については､当初､必要最小限の住宅規模として9坪 (約 30m2)

以上 15坪 (約 50m2)以内とし､より多くの住宅に融資を行うことで住宅某の

解消を目指した｡その後､経済の安定と所得向上によって規模を拡大し､1953

年8月には最大20坪 (約 66m2)に､そして 1955年4月には25坪 (約 83m2)

まで引き上げた｡さらに同年には自己資金の割合を従来の 30%から 15%-大

幅に引き下げ､一般市民に利用し易い融資制度とした｡

復金を継承した開金は､利率､貸付期間については木造､非木造とも同じ内

容としたが､貸付限度について木造は 2,000 ドル､そしてコンクリー ト造は

3,000ドルとしてコンクリー ト造住宅普及に寄与した｡

2-3-2 沖縄振興開発金融公庫

1972年 (昭和 47年)の本土復帰に伴い､沖縄における政策金融の一元的推

進のために沖縄振興開発金融公庫 (以下､沖縄公庫)が設立され､それまでの

開金､大衆金融公庫､及び琉球政府特別会計の資産を引き継ぎ､さらに新規政

府出資によって資本金を構成した｡この公庫の目的は､産業の開発促進のため

長期資金を供給する事等によって一般金融機関の金融及び民間投資を補い､ま

たは奨励し､沖縄住民､住宅を必要とする者､農林漁業者､中小企業､病院そ

の他の医療施設を開設する者､生活衛生関係の営業者等に対する資金で､一般

の金融機関が供給することを困難とするものを供給し､沖縄経済の振興と社会

の開発に資することとなっている｡

個人住宅取得のための公庫融資の利用は 1976年以降高い割合で推移してい

る (表2-1)0
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表 2-1 公庫融資住宅の割合 (住宅着工統計より引用)

1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2002

総計 22,253 17.893 14.520 13,449 19.366 14.627 12,289 14,451 ー2,647 12,463 13.672

公雄融資住宅 1,355 5.497 7.325 6.057 5.633 5.396 3.654 7,350 5.154 5.252 3.271

割合 6.09 30.72 50.45 45.04 29.09 38.89 29.73 50.86 40.75 42,14 23.92

持家戸数 6,039 9,045 8,094 5.958 5.053 5.541 4.044 6,236 5.254 4.332 3,449

公庫融資住宅 1,025 4.273 5,983 4,412 3,074 3.759 2,493 5.060 3.795 2.858 1.377

表 2-1は 1973年から2002年までのほぼ3年ごとの統計であるが､持家に対す

る公庫融資住宅の割合は殆ど半数以上であり､高い年には8割にも達している｡

さらに､持家の他に貸家､給与住宅､分譲住宅を含めた住宅の総計でも3割以

上の年が多く､高い年では半数に達しており､沖縄における住宅建設では公庫

融資制度が大きな影響力を持っている事を物語っている｡

公庫の融資対象面積､貸付限度額､貸付利率､割増制度等については､県の

住宅建設五箇年計画等に基づいて公庫独自で内容を定め､また､公庫独自の技

術基準によって良質な住宅のストックに努めている｡ちなみに､沖縄県住宅供

給公社の分譲住宅は､公庫の技術基準に適合すべく､技術基準の引き上げに対

応して設計内容の変更が行われた｡

関金を引き継いだ沖縄公庫は､沖縄の住宅事情や経済状況を考慮して融資基

準を設定し､特に利率については､当初､本土の住宅公庫の利率よりおよそ

0.5%程度 (現在その差は約0.3%)低く設定し､利用促進を図った｡また､本

土復帰後の融資規定項目については､本土の内容を基本として沖縄の事情によ

り対応した内容となっている｡

住宅規模に対する制限については､本土復帰後漸次増加し､1982年には上限

150mR､下限50m2であったのが､1987年には上限220m2､下限 70m2となり､

1996年には上限 280m2､下限80m2となり現在に至っている.これには経済発

展に伴 う居住環境の質に対する要求の高まりや居住形態の変化等が影響して

いる｡

融資の割増制度については､復帰直後は老人同居世帯割増のみであったが､

その後､心身障害者同居世帯割増 (1974年)､多人数世帯割増 (1979年)､二

世帯住居割増 (1980年)が行われ､同居世帯の範囲が拡大された｡そして､建
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築性能を高めるための工事費割増制度は 1979年から導入された断熱構造工事

割増制度から始まり､その後多様な項目の追加 ･修正を経て今日に至っている｡

今日の内容は､環境共生､長寿社会､長期耐用といった全国的な住宅問題に対

応したものが基本項目となっており､2004年現在では 18種類の項目が設定さ

れている｡

断熱性能の向上については､政府の省エネルギー対策に沿って断熱構造工事

割増制度が沖縄にも 1979年に導入されたのであるが､当初の誘導方法は奨励

であり融資条件ではなかった｡1988年までの断熱に関する本土の基準内容につ

いてみると､｢住宅の屋根 (小屋裏または天井裏が外気に通じている屋根を除

く｡)または屋根の直下の天井並びに外気に接する壁､天井及び床は､気候条

件に応じて､熱の遮断に有効な材料等により､室内の温度の保持に有効な構造

とするよう努めなければならない｡｣という努力目標的内容であったが､翌 1989

年にはこうした構造が融資の必要条件となり､寒冷地に初めて適用された｡そ

して翌 1990年には全国を6地域に分類してそれぞれ異なる性能基準が適用さ

れ､沖縄にも適用された｡沖縄の場合､基礎基準では屋根又は天井に断熱材を

設ける事になっているが､割増対象の省エネ一般型では材料の厚さの増加を､

そして省エネ次世代型ではさらに壁にも設ける事としている｡住宅公庫の基準

変更に伴い､沖縄県住宅供給公社の住宅にもこの基準に基づく断熱材が使用さ

れるようになった｡

木造住宅と非木造住宅の融資額の差については､復帰前のような大きな差は

次第に縮まってきた｡今日､一般住宅(100m2超 125m2以下の場合)の例では､
耐火構造が970万円で準耐火構造及び木造が940万円となっており､構造によ

る差は少なくなっている｡これは RC達が復帰前から広く普及し､地元社会で

一般的な工法として定着しており､本土の事情と比較して RC道が安価に取得

できる沖縄の地域特性を表しているともいる｡

沖縄の住宅事情は､本土復帰後大きく変化し､1973年には住宅総数が普通世

帯数を上回るようになった｡そのため､住宅政策も量的供給から良質な住宅ス

トックの形成-と転換されるようになり今日に至っている｡

2-4 沖縄県住宅供給公社の住宅

2-4-1 沖縄県住宅供給公社

戦後､急速に進んだ都市部-の人口集中によって､こうした地域は深刻な住
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